Veränderungen der Industriestruktur in der Region Hokuriku nach dem ersten Ölpreisschock und damit die Problematik und Grundrichtung zur Forderung der Industrieentwicklung in dieser Region (4: die Vollendung) by 小原 久治
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第 i次石油危機後の北陸地域工業構造
の変化とそれに伴う工業開発推進上の
問題点および基本的方向（4・完）
小原久治
第4節北陸地域の工業構造の現状， 1.と2.の（1）～（5), (6）の 1）～4）まで，
富大日海研， 『研究年報』，第咽巻， 1981年，と『富大経済論集』，第27巻，第
2号， 1981年2月および同誌，第27巻，第3号， 1982年3月，に掲載した。
(6) 地場産業の開発推進に関する要因の現状
5) 外部資金調達
北陸3県でも，中小企業の外部資金調達は，すなわち，借手側の金融機関か
らみた企業金融は，昭和53年度には公定歩合の引下げなどによる金融緩和状況
で推移したが，不況の長期化を脱する回復過程で設備，製品両面の中長期的需
給格差のため，マクロの資金需要は低迷し，昭和52年度を下回る伸びとなっ
た。しかし， ミクロの個別企業にとっては資金繰り運転需要が緊急に増加し
た。この資金需要に対する金融機関の貸出競争が行われた。これに伴って貸出
金利も昭和53年度中に大幅に低下し，金融機関と政府系3公庫の中小企業部門
への貸出が目立ち，貸出残高が増加した。また， 3県の信用保証協会の保証債
務残高も昭和52年に比べて若干増加している。
このような中小企業金融の概況がみられる。この概況に関連して 3県別に中
小企業金融の概況をみれば，まず富山県では，昭和53年度の製造業全体に対す
る銀行貸出残高は2,732億2,500万円であり，昭和49年度に比べて47.6%増加し
た。業種別では，鉄鋼・機械が最も多い。昭和49年度以降の銀行貸出残高の推
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移をみれば，この残高の伸びは小さい。このことは設備投資や運転資金の需要
が低調であることを意味している。この点は石川，福井両県の場合にも該当す
るであろう。また，昭和53年度の銀行貸出残高のうち中小企業向け貸出額は，
9,916億円であり，昭和49年度に比べて62.1%増加した。この貸出額に占める
県内金融機関貸出残高の割合は実に85.7%とその過半を占めており，この傾向
は石川，福井両県についても該当する。残りの14.3%は政府系3公庫の貸出残
高であり，この伸びは著しく昭和49年に比べて78.3%となっている。さらに，
昭和53年度末の製造業に対する信用保証現在高は684億6,600万円で昭和49年に
比べて78.2%も増加した。中小企業向けの県信用保証協会の保証現在高金額は
6,278億円で昭和49年に比べて著しく増大した。県内の金融機関と政府系3公
庫の貸出残高に対する保証現在高の比率，すなわち中小企業への金融浸透度は
昭和49年度末も昭和53年度末も同じ6.3%であるが，この割合は石川県に比べ
れば，低い水準である。
石川県では，昭和53年度末の中小企業向け貸出額は9,966億円で昭和49年度
末に比べて20.4%増加した。この貸出額に占める県内金融機関貸出残高の割合
は81.8%にも達しているO 残りの18.2%は政府系3公庫の貸出残高であり，こ
の伸びは13.0%であるO さらに，昭和53年の中小企業向けの保証現在高金額は
1,123億円で昭和49年に比べて38.3%増加した。昭和53年度末の中小企業への
金融浸透度は11.3%であり，昭和49年度末に比べて15.3%増加した。昭和53年
度末の制度金融貸出額は409億円で昭和49年度末に比べて113.0%増加した。
福井県では，昭和53年度末の中小企業向け貸出額は9,520億円で昭和49年度
末に比べて 8.3%減少した。この貸出額に占める県内金融機関貸出残高の割合
は実に89.4%も占めているO 残りの10.6%は政府系3公庫の貸出残高であり，
この伸びは極めて著しく 632.4%である。さらに，中小企業向けの保証現在高
金額は520億円で、昭和49年に比べて7.7%増加した。昭和53年9月末の製造業へ
の保証現在高は， 520億2,300万円で昭和49年に比べて 7.7%増加した。昭和53
年度末の中小企業への金融浸透度は5.4%であり，昭和49年度末に比べて17.4
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%増加した。 （以上，表4-44)
表4-44 北陸3県別県内金融機関の中小企業向け貸出額および
中小企業向け公害防止対策資金融資額 （単位億円〉
県 別 富 山 石 Jl 福 井
示~と～空昭和49年昭和53年 4増5~減年年～率の 昭和49年昭和53年 4増5~年年減～率の 昭和49年昭和53年 4増5~年減～率の
総 額 6, 119 9, 916 62.1 8, 280 9, 966 20. 4 10, 427 9, 560 .. 8.3 
暴自遺品紫司のA 5, 325 8, 500 59. 6 6, 676 8, 154 2. l 10, 288 8, 542 企17.0 
政貸出府残系高3金公額庫のロD 794 1, 416 78. 3 1, 604 1, 812 13. 0 139 1, 018 632. 4 
保県証信現用在保証高協金額会の戸'- 384 6, 278 1, 534. 9 812 1, 123 38. 3 483 520 7. 7 
浸透（%度〉－瓦h 6. 3 6. 3 o. 0 9. 8 1. 3 15. 3 4. 6 5.4 17.4 
襲
予算額 37, 000 一 24, 000 12, 000 企50.0 一 一 一
融資枠 111, 000 60, 000 56, 000 .. 6.7 
融資金額 34, 970 31, 339 企10.4 60, 610 4, 230 企27.0 59, 900 31, 350 .&.47.7 
融資件数 60 39 .&.35.0 110 .A.35. 5 77 37 .&.51.9 
資料富山県統計情報課，『富山県の歩み』，昭和49年版，昭和53年版。石川県中小企業課，
『石川県中小企業白書（第3回〉』，昭和53年。
注 1. 県内金融機関は，各県とも都市銀行，地方銀行，相互銀行，信用金庫，信用組合
であり，日本開発銀行金沢支店も場合によっては含めている。政府系3公庫は，商
工組合中央金庫，中小企業金融公庫，国民金融公庫の各県内支店である。
2. 国民金融公庫は普通貸付のみであり，恩給担保貸付とその他の貸付は除外してい
る。
3. 各県の保証（債務〉残高は，保険会社と環境衛生公庫の分は除外している。
4. 金融機関の数値は，資本金1億円以下（卸売業5,000万円以下，小売業とサーピ
ス業l,000万円以下）の企業向け貸出残高である。
6）倒産
外部資金調達に関連して，北陸3県の企業倒産状況についてみれば，富山県
では，昭和53年度県内企業の倒産件数は，景気の回復にもかかわらず昭和52年
度を少し上回ったが，この年度全体では 111件と景気ピーク時の昭和49年に比
べて 5.9%減少した。また，負債額では，昭和52年度には若干減少したが，昭
和49年に比べて194.6%増加して 420億 1,700万円となり，石川，福井両県より
-3-
- 4ー
も上回っているO 原因別の倒産で、は，従来の放漫経営による倒産が不況の長期
化に伴って生じたことの他に，販売不振，出血受注，連鎖倒産などの深刻な不
況型倒産が顕著となっている。これらの主な原因は石川，福井両県にも共通し
ていることである。
石川県では，昭和53年9月末の県内企業の倒産件数は年度全体では 128件と
昭和52年9月末の22.0%減となったが，昭和49年に比べて100.0%増となった。
倒産件数は昭和50年から昭和52年まで急増したが，昭和53年には沈静化に向っ
ている。また，負債総額は昭和49年に比べて 117.9%増の 182億2,900万円とな
った。
福井県では，昭和53年度の県内企業の倒産件数は94件で昭和49年に比べて
36.2%増加した。また，負債総額は101億1,100万円で昭和49年9月末に比べて
44.6%増加した。
このように3県とも倒産件数は減少してきているが，負債金額では若干の減
少にとどまるとしづ結果がみられる。この減少の原因として考えられること
は，昭和53年度中の金融緩和措置，国や県の中小企業向け為替変動対策，特定
不況対策，倒産対策の緊急融資などの金融政策，財政面からの景気浮揚対策に
加えて，企業自らの減量経営への大変な努力が一定の成果をあげたことを指摘
することができる。
7) 制度金融利用
富山県では，手元に適当な資料がないため，制度金融利用状況はわからない。
石川県では，昭和53年の制度金融総額は408億6,360万円であり，昭和49年に
比べて 113.0 %増加した。知事の認定を得て政府系3公庫が低利融資を別枠で
実施する中小企業為替変動対策緊急融資の利用状況は，昭和52年，昭和53年両
年累計で1,536件， 133億4,500万円であるO （石川県中小企業課， 『中小企業
白書』，昭和53年版。〉
福井県では，制度金融総額は手元に資料がないため，わからない。
3県とも制度金融の充実強化を図っているところであるO
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(7) 現状における工業立地因子の評価
北陸地域外から北陸3県に進出してきた企業あるいは企業グループは，現状
における工業立地因子をどのように評価しているかということは，主として（引
～（6）の現状分析に関連した極めて重要なことである。
この現状分析については，山本正臣氏の前掲論文と富山県技術振興協会の前
掲報告書が注目すべき重要な資料であるO これらの調査研究にもとづいて現状
における工業立地因子を評価する。以下の文中と図4-6の化－11，輸－11な
どは，化学，輸送機械で調査した11番目の企業あるいは工場であることを意味
する。
富山県では，最近の進出グループ5社は，工業立地因子のなかで地元労働力
を最も重視し，次いで水，工業用地，輸送施設の順で、重視した「重要度」を示
しているく図 4ー 7）。 機械工業，化学（医薬品製剤一これは産業細分類別業
種名である。〉はともに，地元労働力，水，工業用地を重視しており，輸送施
設などの物流問題はそれほど重視していなし、。輸－12と輸－13（鋳物加工〉
は，生産素材型・加工型の既進出グループにはみられない重視の仕方，すなわ
ち，下請工場などの技術集積を重要視している。 「下請の選別」を重視してい
るわけである。
これに対して， 「現状の満足度Jでは，地元労働力については，その特質と
して勤勉，堅実，忍耐を挙げて， 5企業（5工場〉がすべてA評価であるO し
かし地元労働力については，積極性に欠けること，新しい技術の習得に時間
がかかることを指摘して，不満を示している。
地元労働力に次いで高い評価が与えられているのは，工業用地であるO 輸－
11のみは富山新港後背地の地盤の軟弱さを指摘して B評価を与えている。ま
た，水をA評価とした3企業（3工場〉はし、ずれも地下水を利用しており，工業
用水道を使っていないため，水に対する他の2企業の評価とは異なっている。
輸－12と輸－13がともに，現状の評価としては下請工場などの技術集積に極
めて不満c評価〉を示していることは特筆すべきことであるO
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「輸－12の下請加工あるいは部品の発注先は200社で，部品点数は， 2,000点
に上るが，富山県下での発注はわずかに20社にすぎなし、。これは北陸地区に本
格的なアセンフマルメーカーが存しなかったことによるものであるが，電装品，
ゴム製品，鋳・鍛造品等いずれをとっても無いに等しし、。また，熱処理工程に
ついては，県下に発注できる設備が全くなく，自社設備が故障すると即操業ス
トップという心もとない操業環境にあるo 更に，下請20社のうち，輸－12が富
山へ進出するに際して東海地区から同道した5社と進出前から取引のあった地
元の 2' 3社を除いて，地元の新規発注先10数社が一向に伸びてこないのが問
題であるとしているO 発注先が複数でなく，安定受注に不安があり， 2次， 3
次下請の層がない等のハγディはあるにしても，新規事業に取り組もうとする
業者が少なし、。苦労をしてまで事業を拡大しようとする意欲に乏しいようであ
図4-7 現状における工業立地因子の評価（富山県の近年進出グループ〉
工業立地図子
工業用地
電力
水
輸送施設
製品市場
関連工場
下請工場などの集積
（技術集積）
地元労働力
重
A 
資料山本正臣，前掲論文＇ 49頁。
要 度 現状の満足度
B c A B 
注 1. 「重要度」のA, B, Cは．重要度の高いIi買を示し， Aが最も高い。
c 
2. 「現状の満足度」のA, B, Cは，現状の満足度の高い順を示し＇ Aが最も高く， Cは不満を示すも
のとする。
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一守一
る。また，従来の工作機械の下請けと違って精度が要求されること，量産によ
る低コストが要求される等，未経験な障壁も厚いようである。
輸－13は自動車部品用の鋳物メーカーであるが，輸送コストを考えて，切削
加工を加えて付加価値を高める方向にある。量産品は専用機で自社加工し，多
種少量品を外注に出す方針であるが，ここでも下請け企業がし、なし、。従来の工
作機械部品より精度とコスト意識が要求されることがネックとなっているが，
ここでも新しい事業にチャレγジしようとする事業意欲に欠けるとしている。」
〈山本正臣，前掲論文， 49頁。〉
ここで，北陸地域外から進出してきた企業ではなくて，富山県の核企業8社
が傘下の下請・外注企業の技術力をどのように評価しているか，またその評価
の高い利用技術は何か，についてみれば，表4-45で示すことができる。この
表によれば，技術力評価で富山県内企業225社のうち技術力の高い企業は76社
であり， 33.8%を占めるO 県外企業では， 158社のうち技術力の高い企業は51
社であり， 32.3%を占めるO このような下請・外注企業の技術力の評価は，既
述の製品開発に伴う加工技術の向上〈表4-42）や外注製品からみた富山県内
技術と県外技術〈表4-43）や内製率，外製率に関連することである。さらに
このことは，核企業8社の特色にも関連しているO A社は，機械部分品と普通
設置機械系製品を生産しているから，従業者の平均年齢は高く，熟練者が多
く，下請企業誘発力や地域集中度が優れているO B社は，オートパイを生産し
ているのに，下請企業誘発力が弱く，地域集中度が低い。富山県の機械工業の
工業集積と技術水準が低くて， B社に対応できなし、からであるO C社は，地域
集中度が極めて高い。 D,E, F, H社は，それぞれ工業基盤の技術力に優れ
ているが，内製化が強し、ため，下請企業誘発力，下請企業企業力，地域集中度
が低し、。 G社は，技術知識集約度の高い新しい分野の装置産業であるから， 7 
社と対比することはできない。
このような富山県内の既進出あるいは地場産業と域外から最近進出した企業
とは，工業立地因子の評価については異なる評価をしているが，下請・外注企
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表4-45-1 外注製品からみた富山県内技術と富山県外技術
神ミ 素形材技術 塑性加工技術 溶接技術鋳造技術 鍛造技術 プレス技術 溶接技術
型部銅生て砂製な分合作品型金ど．のす製鋳機乾る操型鋳械主法鉄部~.に製分機品1よ7械スっ 中型の鍛造部分品 絞る機り械，せ部分ん断品加工によ 合筏アクー製せこ品溶よク接溶る接おア諮綾にプよセび部よ摩分るッ縛品タト旺突ン県品名
内
タト
注難易度 O！！~· e診器 ＠ ＠ ＠ 
，＼コn 必要な
方案技術 金型技術関連技術
アル鋳ミニウムのダイカ 大冷型問鍛の鍛造造部部分分品品 絞る機り械，せ部分ん断品加工によ ステンレス溶接品
県品名 スト 造品
外
外難易度
注 ． ． ⑧ ． 
品必要な 金型技術 金型技術一＿i技令問術鍛造 金型技術関連技術
｛碕 考 今ーの後Iム割はな安化，どがベ．必機ッ要械トて．情治造フる物レ。 本者たあ，がI京るーに高。3 社はい，熟し練熱かが問な鍛必い造。要業でま プあレ比スり，較金的型本は県高の自社技生術産水準では い。
資料表4-42に同じ。
注 ．印は非常に難しい技術，＠印は難しい技術.o印は普通の技術，を表示する。
表4-45-2 外注製品からみた富山県内技術と富山県外技術
津ミ 機 械 力日 工 車旦 立 技 やr.j切削技術 研削技術 歯車技術 プラスチ・yク金型技術
県品名 旋専部は盤用分ん，用機品フ工でラ作切イ機削ス械す盤おるな機よど械び． 平盤研部タ，ー削分面研品内盤レ自面スでJ咽盤研な。削エどす，円盤，筒各る研種機セ械削のン
工歯（精作車度機の5械歯～切，産6り業級加機）工械用． すはんる用金工型作機械で加工
内
外
注難易度。 ⑮ 。 。
開 必関連要技な術
機自動械盤部分で加品工する小物 特油圧殊機な小器部物機分械品部分品 一（ぴ精般精度の3歯の～切高4いり級加歯）工車加お工よ S集金のEト鋳型金ーの型ベエッチングb正E県品名
リリウム合金
外
外難易度． ． ． ． 
注 必高要級でな専あ用る加．工設備が
一焼フリ一酎ォリ一エウト措エムッチ術合ッ金一チン一金ング→加型嗣グ，技工ベ術必要な品関連技術
f蔵 考 術本向水県t機準対械が策工最が業必もUh要で歯で、のあ車でる技， の
資料表4-42に｜司じ。
注 ．印は非常に難しい技術，＠印は難しい技術， O印は普・通の技術，を表示する。
-8-
- 9ー
表4-45-3 外注製品からみた富山県内技術と富山県外技術
深ミ 機械加工組立技術 表面処理技術組 立 技 術 電 装 技 術 熱入れ技術
県
油圧機器類のユニット部分品 工作機械の制御装置 工具および機械部分品の焼入
工作機械 れ加工
内品名 金型の表面室化
外
注難易度 ＠ 組立技術を有する企業 ＠ ＠ は少なくない。
品必要な
関連技術 摺合せ技術
特殊な工作機械およぴ駆動ユ オートパイの電装部分品 特殊めっき技術
県品名 ニット部分品
外
外難易度
注 ． 。 ． 
品必要な 摺合せ技術関連技術
組立技術については，高度な オートパイの電装部分品につ 高速度鋼，軸受鋼など，特殊
f蒲 ヨ~－ 熟練が必要である。 いては，量産化技術が必要でい 鋼材の熱処理技術は高い。
ある。 めっき技術は低い。
資料表4-42に同じ。
注 ・印は非常に難しい技術．＠印は難しい技術， O印は普通の技術，を表示する。
業の技術力などの工業集積が低いことについては類似した評価を下しているO
このことは石川，福井両県の場合についても該当することがあるであろう。
石川県と福井県では，最近進出した域外企業4社が評価した工業立地因子は
工業用地と地元労働力を重視していることがわかる。しかし，電ー21c弱電部
分品〉は，工業用地，電力，水などをほとんど重視せず，製品も軽量小型で輸
送問題も気にしていないようである（図4-8）。
化－21は，進出後日も浅く，熟練技術労働力を必要とするため，労働力の大
半を先発工場から転勤させており，地元採用は20%前後にすぎず，地元にとっ
ては不満であろう。
これに対して，「現状の満足度」については，工業用地，地元労働力，水とな
らんで製品市場が高く評価されている。「化－21，化－31は合繊工場であり，元
来機業の中心地である石川，福井に消費立地したので、あるから当然ではある。
合繊工場の消費立地は単に輸送コストの削減にとどまらず，合繊工場にとって
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は機業のきめ細かな要望が吸収できて品質の向上につながり，機業にとっては
合繊工場の技術指導が受けられるというメリットがあるようである。目下合繊
2工場は量産品を北陸へ移し，差別化商品のみを先発工場に残す方向にある。
化一21が工業用地をB評価としているのは，生産の場としてではなく，転勤
族が中心となっている化－21にとっては，生活の場としての不便さを評価して
のものであるO 電－21の地元労働力の評価がBなのは地方都市の女性労働力が
中途半端に……なっているためらしし、。……地方都市の中途採用の女性労働力
には中間地帯ゆえの管理の難しさがあるらしし、。
衣－31は，地元の有力精練業者が繊維の垂直統合を狙って誘致した女性の下
着メーカー（ニットの縫製業者〉である O 地元労働力の質，縫製，裁断の下請
けメーカーの能力について高い評価をしており，さすがに繊維産地の蓄積をう
かがわせるものがあるが，使用する素材が多種少量の高級品であり，大半を県
外から調達しているのは問題である。」 （山本正臣，前掲論文， 50～51頁。〉
図4-8 現状における工業立地因子の評価（石川，福井両県の近年進出グループ〉
工業立地因子
工業用地
電力
* 
輸送施設
製品市場
関連工場
下請工場などの集積
（技術集積）
地元労働力
重
A 
資料山本正臣，前掲論文， 50頁。
注図4-7の注に同じ。
要 ~ 現状の満足度
B c A B c 
衣－31l 電－21
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このような域外から3県に進出した企業あるいは企業グルプの工業立地因子
に対する評価は，この実例とは別の産業や分類別や産業細分類別の業種が工業
立地因子を評価する場合にも該当することがあるであろう。
第5節 北陸地域の工業開発推進上の問題点
前節の2.の（1）～（7）において，既存資料を参考にして北陸地域の工業に関す
る現状分析を行った。この現状分析から次のような問題点を網羅的に抽出し，
指摘することができるO すなわち，（1）就業構造の問題点，（2) 生産構造の問
題点，（3) 工業開発推進のための自然環境に関する要因の問題点，（引 工業開
発推進のための経営環境に関する要因の問題点，（5) 地場産業開発に関する要
因の問題点，を抽出し，指摘することができる。
(1) 就業構造の問題点
北陸3県の就業構造の現状をみれば， 3県の工業構造の中核業種に就業の偏
りがみられる。このことは今後各県の工業構造の高度化と多様化を図る上で1
つの問題点となるであろう。とりわけ，中核業種のなかでも中核企業と技術
的，資本的に関連のある下請・外注企業などの周辺企業分野における就業構造
に大きな影響を与えるであろう。さらに，第3次産業の就業者数と就業率が高
まっている現状では，第2次産業である製造業〈工業〉への就業者数は減少傾
向にあることも，工業における就業機会（雇用機会〉の拡大をむずかしくさせ
ている。
（幼生産構造の問題点
生産構造の問題点は， 「工業構造の未転換」とし、う問題点で把えることがで
きる。
既述の3県の工業構造の現状をみる限り，創造的知識集約型にして高付加価
値型工業構造への転換については幾多の課題を抱えているO 北陸3県は， 3大
経済圏ないしは3大工業圏に隣接し，工業立地基盤に優れており，工業開発の
大きな潜在的可能性を秘めているO しかし，工業集積は3県の特化業種では高
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くても，既述の現状分析で指摘したように，工業構造上の偏りがあり，しかも
総じて付加価値生産性が低い（表4-14）。また，エネルギー多消費型工業も
多い。
この意味において，現状分析から端的に抽出できる工業構造転換上の問題点
は，① 技術集約化および高付加価値化，② 省エネルギー化，①工業構造
の高度化と多様化，という 3つの問題点に集約することができるO
技術集約化，省エネルギー化の問題点については，後述するから，ここでは
工業構造の高度化と多様化の問題点を包括的に指摘する。工業構造の高度化と
多様化のためには，雇用吸収カが大きく，付加価値生産性の高い，しかも国や
地方公共団体の工業再配置構想が推進されるなかで技術的波及効果の大きい業
種や企業の誘致，既存中堅・核企業の育成とその工場の新鋭化，工業の情報化
システム化，経済のサービス化の向上などを図ることが必要であるが，これら
のことには資金と人材が必要であり，その上長期間にわたる大問題となること
である。しかし，工業構造の転換，すなわち，既存中堅・核企業や中小零細企
業のいわゆる「自前企業」の体質を強化することによって，さらに域外から3
県の工業立地に適した業種や企業の導入を図ることによって，工業構造の質的
高度化と多様化を図ることは，言うは易く，実行は難しく，まだ実現していな
い現状である。
例えば，工業構造の高度化と多様化の大きな刺激となる域外からの工業導入
をみても，第1次石油危機後は既述のように北陸3県に対する新規工業立地は
必ずしも活発ではなし、。昭和47年の「工業再配置構想」は，後述するように，
既成の大工業圏からの工業分散，後発地域への工業立地を積極的に促進するた
めの法的措置（「工業再配置促進法」〉にもとづく政策であるとともに工業開発
計画や地域開発計画でもあるが，この構想も現状では厳しい経済状勢に直面し
て必ずしも所期の効果をあげていなし、。
(3) 工業開発推進のための自然環境に関する要因の問題点
工業開発を推進するための自然環境に関する要因の問題点として考えられる
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ことは，次の少なくとも 7つのことである。すなわち， O 工業用水利用の不
合理と不安定， 2) 安価な工業用地の確保難， 3) 工場立地の遅れ， 4) エネ
ルギーの需給逼迫と省エネルギー化の推進難， 5) 総合交通体系の未整備，
6) 積雪対策の不十分と雪害研究の遅れ， 7) 公害対策の不十分，の7つの問
題点を指摘することができるO これらの問題点を1つ1つ順次検討する。
1) 工業用水利用の不合理と不安定
北陸3県の工業統計とその他の既存資料をみた限りでは， 3県とも工業用水
使用量〈需要量〉は工業用水供給量を上回っている。このことは回収水の利用
が進んでいる結果であるO しかし富山，福井両県では，回収水が淡水全体の
半ば近くを占め，しかも最近は回収水の回収率が上昇しているが，石川県では
その比率が極めて低く，水利用の合理化が十分であるとは言えない。
大低の業種の企業は工業用水を必要とする。とりわけ3県の中核業種である
化学，繊維，パルプ・紙は多量の工業用水を必要とする。これらの業種は3県
それぞれの地場産業ともなっているため，工業用水の安定的供給が必要である
が，現状ではどうにか供給されているとしづ状況であるく表4-20）。 今後，
新規産業や新規企業の立地を促進するためにも，工業用水の供給不安定は克服
すべきであるO
さらに，現状分析でみたように，従来から工業用水の大半を占めてきた地下
水（井戸水〉については，一部の地域で取水規制が行われており，既存の取水
企業はもとより新規導入企業が今後工業用水の水源を求めることは，富山県の
場合には地域によってはまだまだ豊富な地下水が利用できる強みは残されてい
るが，総じて 3県とも困難な実情にある。また，工業用水道料金の値上げによ
って安価な工業用水の安定供給がなされにくくなるということが業種いかんに
よっては工業立地因子である工業用水の評価を左右していることを見落すこと
はできなし、。
2) 安価な工業用地の確保難
北陸3県の工業用地は，富山県が約23km九石川県が約10km2，福井県が約9
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km2 c各昭和53年〉であり，各県の可住地面積の僅か1.2%,0.8%, 0.8%にと
どまっているO この限りで、は，工業用地の確保は可能であるようにみえるが，
現状では確保難であるO
3県とも工業立地の多くは北陸本線，国道8号線および北陸自動車道沿線の
平野部，さらに臨海部に集中しているO このような3県の既存工業用地は，人
口増や都市化の進行のため，工場周辺の住宅化が進んで住工混在地域の拡大を
招き，振動，騒音，悪臭，大気汚染，水質汚染などの公害に対処すべき環境保
全問題，交通混雑問題などが生じているO また，臨海工業地区後背地や内陸工
業団地の造成とその立地条件の整備を進めるに当っては，工業用地と農地や山
林地との土地利用上の競合問題が生じている。さらにまた，工業用地確保の問
題において極めて重要なことは， 3県がその工業開発や地域開発の地域的重点
と地区的重点をどこにおくかということであるO 内陸型におくのか，臨海型に
おくのか。従来は財源の関係で国レベルの工業再配置構想や地域開発ビジョ
ン・計画に大きく左右されたことが，工業用地の先行的確保にも大きな阻害要
因となっていることは否定できなし、。 3県とも，現行の工場適地制を有効に活
用し，かなりの土地をまとめて確保し，その工業立地条件を総合的に整備し，
国や地方公共団体の工場適地などの工業誘導地域への誘導助成措置を図ろうと
努力しているが，現状はなかなか意図したように運ばれていなし、。いずれにし
ても，工業用地については，国や地方公共団体の土地制度や土地税制上の政策
的措置がまだ十分になされておらず，現実に対応できるような安価な工業用地
の提供がなされにくい実情にあるO
3) 工場立地の遅れ
北陸3県の工場立地をみる限り，域外企業の立地動向はかんばしくない。第
1次石油危機後の深刻な不況による設備投資の手びかえなども影響してか，全
国の工場立地件数も昭和44年のピーク時の水準を100とすれば，昭和49年以降の
著しい減少が目立ち，昭和52年の水準は全業種で22であるO 北陸3県の工業立
地動向をみても，域外企業の進出先としては，関東内陸地域，南東北地域，山陽
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地域ほどには魅力に乏しく，従来重要視された水，電力などの資源メリットが
厳しい経済環境の下では必ずしも有利な工業立地因子とならなくなっているO
域外企業の進出件数の減少だけでなく，進出企業の業種も既述のように3県
の工業構造の現状に関連した業種に限られており，下請企業などの技術集積の
欠如が現状ではそうさせている。さらに，工場進出に当っては工業立地因子以
上に決定的な影響をもっ人的コネクショ γが少なく，その組織的活用も関係者
や関係当局の間で図られている割には，その効果はまだ十分にあらわれていな
し、。
4) エネルギーの需給逼迫と省エネルギー化の推進難
第 1次石油危機を契機として内外経済環境が激変したが，これ以降相ついで
国のエネルギ一政策（例えば，通産大臣諮問機関である総合エネルギー調査会
編， 『長期エネルギー需給暫定見通し』 〈昭和52年8月〉。〉が打ち出され，省
エネルギーの推進，石油代替エネルギーの開発，石油の備蓄，電源開発の促進
などが進められているO 他方で，国内的には環境保全や安全性などをめぐる問
題が生じており，国際的には石油の安全確保をめぐる問題が生じているO これ
らの内外諸問題は， 3県の工業に対してもエネルギーの安定供給に不安を与え
るだけでなく，エネルギ一価格の高騰やエネルギー需給の逼迫状態を生じさせ
ている。
次に，北陸3県のエネルギー費用比率の現状をみても，エネルギー価格，特
に燃料費と電力料金の値上げは人件費の上昇とならんで3県内の企業，そのな
かでも中小企業の経営を圧迫する大きな要因となっている。この電力購入価格
と燃料費の増加が不要と思えるほど極めて大幅なものであったため，生産の合
理化などの減量経営をしでもなおそのエネルギ一価格の引上げ、に対応できない
企業の多いことは決して看過できない大きな問題点である。省エネルギー化の
推進に当っては， 3県の大多数の中小企業は省エネルギー化の抜本的な対策に
取り組む意欲をみせているが，その実践に際しては，管理技術者の不足が最も
大きな問題点であり，次いで資金負担の重荷，省エネルギー技術の未導入と未
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開発，技術関係者の不足などの多くの問題点が残されているO
5) 総合交通体系の未整備
北陸3県の総合交通体系のなかでは，高速交通輸送機関と輸送関連施設が未
整備であるO 現状では，北陸地域から各地域の需要地への時間距離が長く，高
速道路交通が十分に機能していないため，物流の面で大きな不利な条件が残さ
れている。特に北陸地域と 3大経済圏あるいは3大工業圏とを結ぶ計画中の高
速自動車道の建設が遅れているO さらに，基幹的国道の整備， 日本海側の対岸
貿易に対処し，地域開発の拠点となる 3県の重要港湾の整備も遅れている。ま
た，北陸新幹線の建設促進にも時聞がかかっている。北陸中核都市と周辺部と
を結ぶ交通網の整備などの施策を積極的に盛り込んだ産業基盤整備も遅れてい
る。この意味において，現在のところまだそこまで総合交通体系は整備されて
おらず，企業の経済活動の適正化や経営環境の整備に対して十分に寄与するこ
とができず，地域の潜在的開発の可能性（地域開発ポテンシャル〉の増大をも
たらせるところまで達していなし、。
6) 積雪対策の不十分と雪害研究の遅れ
積雪は，他の降雪地域に比べてかなり多い年もあるが，最近は道路除雪能力
が向上したため，産業活動に対する影響は軽減されてきている。しかし豪雪
時には，都市化の進展による通勤圏の拡大やマイカーの増加に伴う生活道路の
除雪対策などの新たな問題点が生じているO 生活道路の積雪対策の遅れは，企
業の経済活動にも相当な影響を与えるであろう。積雪対策の全般的な遅れは，
除雪費の不足，除雪体制の未整備，除排雪機器や消融雪装置の未充実，河川に
おける排雪区域の未確保，道路交通情報網・連絡体制の未整備，鉄道輸送と道
路輸送の未確保，道路交通環境の未確保となり，企業の経済活動のなかでも原
材料の入手確保と工業製品の輸送には極めて大きな障害となるであろうが，こ
れらの現実的な施策はまだ十分になされていなし、。
また，雪害研究の推進も積極的に行われかけたところである。
7) 公害対策の不十分
-16 -
- 17ー
北陸3県とも，大気汚染，水質汚濁および騒音に対する環境基準の設定，振
動，悪臭および地下水に対する規制基準の設定，一連の公害防止対策の推進が
みられるが，公害防止体制の未整備，公害防止資金調達難などの幾多の問題点
が残されている。それだけに，公害対策，環境改善策が強力に推進されるべき
であるが，現実には公害種類別環境基準が全国的に甘い上に，その基準の適用
が容易ではなく，企業側の自覚と対策が十分でないため，公害対策の効果は除
々にしかあらわれていない。
工業に関してみれば，地下水（井戸水〉の水位が3県とも低下しているにも
かかわらず，まだ適切な対策がとられていない。
(4) 工業開発推進のための経営環境に関する要因の問題点
工業開発を推進するための経営環境に関する要因の問題点は，（3）で既に検討
した自然環境に関する要因の問題点と密接に関連することであるO この（3）の問
題点が企業の経営環境の外在的要因の問題点であるのに対して，この（4）の問題
点は企業の経営環境の内在的要因の問題点である。
この経営環境に関する要因の問題点として考えられることは，次の少なくと
も7つのことである。すなわち， O 物流体系の未整備， 2) 最終生産物市場
圏の未形成， 3) 若年層の流出と就業機会の確保難， 4) 技術・技能の未熟と
不適合， 5) 産業情報機能の未充実と産業情報活用システムの未整備， 6) 都
市機能の未整備， 7) 高等教育機関の不足とそのニーズに対する不適合，の 7
つの問題点を指摘することができる。これらの問題点について個別的に順次検
討する。
1) 物流体系の未整備
北陸3県では，物流体系整備のために必要な流通業務団地などの高速道路関
連施設が未整備であり，港湾や国鉄貨物ターミナルも未整備である。そのた
め，陸運特にトラック輸送，海運，国鉄輸送の流通拠点を結んだネットワーク
づくりと機能分担づくりもまだまだ不十分であるO 特に工業構造の高度化と多
様化を図り地域開発の戦略的要因となる既述の高速道路が未完成であることも
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輸送効率の向上を抑制している。 「わが国のような特殊な地理的地勢的環境下
にある国土では，輸送の効率向上は，単に輸送部門だけの，しかも企業の個別
的努力だけでは決して十分な成果は得られなし、。流通問題全体として，社会的
規模でのシステムとして考えていくのでなければ，限界は目に見えていると言
うべきであろう。」 （富山県，名古屋陸運局，東海海運局編，『富山県における
物流の現状と課題』 （昭和50年11月〉所収の富山大学教授瀧 好英氏の「はし
がき」， 7頁。〉
さらに，マーケティングにも問題がある。マーケティ γグとし、う用語は，論
者によって多様に用いられるが，ここでは流通経路問題を中心とする限定され
た意味の流通機能は含めないで用いることにする。
北陸3県の製造販売実態調査が各生産品目でなされていないものが多し、。そ
のため，品質やデザインの評価とそれらの信頼性，新需要層などが把握でき
ず，生産体制と販売体制が確立できず，マーケティング環境の変化に対応でき
ない現状にあるO マーケティング活動を検討するための重要な問題は，製品の
性格とこれに関する販売問題であるから，製品の販売実態が十分に把握されて
し、ないことは大きな問題点である。また，厳しい経済環境のなかでマーケティ
ングの意志決定状況をどのようにするかも大きな問題点である。
2) 最終生産物市場圏の未形成
北陸3県はともに，対全国市場占有率が20%以上を占める生産品目を除いて
生産素材・加工財はエネルギーコスト高による国際競争力の減退などを主たる
要因として大きな陸路に直面しているく例えば，化学，パルプ・紙などの業
種〉。繊維素材・加工財は中進国の追い上げ、による輸出競争力の低下，内需の
低迷，海外市場での輸入規制，中小企業の閉鎖的経営体質，複雑な流通機構な
どのため，生産物の需要が困難な状況である。
市場の形成は，業種によって異なるが， 3県に共通した問題点は，関東・関
西・中京の 3大経済圏との交通輸送の不便さが市場圏の形成と拡大の大きな障
壁となっているだけでなく，本社機能，情報機能，研究開発機能の向上を阻害
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していることである。特に， 3大経済圏との短期ルートとなる高速自動車道が
未整備であるため（北陸自動車道のみ完成。〉， 日帰り輸送圏ないしは市場圏が
狭く，輸送コスト高となり，北陸と 3大経済圏との近接性が薄し、。また， 3県
とも物流拠点の建設が遅れているため，これが主な原因となって市場圏は狭ま
っている。これらの状況は最終生産物を生産する企業の育成や誘致の阻害要因
となっているO さらに，生産可能人口や若年層の少ないことも最終生産物特に
消費財の需要増を期待できず，この点からも最終生産物市場閣の形成とその促
進を阻害しているO
3) 若年層の流出と就業機会の確保難
最近の動向として，北陸3県とも，既述の現状分析のように，労働人口の県
外流出はその流入を上回っているが，その速度は弱まり， Uター ン・ Jターン
現象があらわれている。しかし生産年齢人口のなかでも若年層については依
然として流出が続いているO この若年層を中心とした人材の未定着が，労働力
不足をひき起し，企業の技能・技術・管理面に影響を与え，企業の体質を有機
的に強化できず，体系的補完さえもできなくさせているO さらに，新規労働力
の高学歴化の進行がホワイトカラー職種志向を高め，第2次産業である製造業
の若年労働力の需要をますます逼迫させている。 Uター ン・ Jターン就職者の
県内就職希望者は魅力的な職種ばかりを追い求めているため，求職者の偏りが
みられる。このような動向がみられるため，中小企業では特に若年労働力の確
保が困難となっており，中高年齢者の労働力で事業を続けざるをえないという
ところに中小企業の就業構造や経営要素に係わる根本的な問題点がある。
3県の現状では，就業機会（雇用機会〉の確保とそのより一層の拡大は，企
業数〈工場数〉あるいは事業所数，技術的・技能的に就業可能な職種数などが
少ないため，困難な実情にある。また，今後予想される高齢化社会では，中高
年令者の就業機会を変化させ，定年制の延長や労働可能年齢の伸長などによる
年齢階層別就業者の就労意識や労働能力の相違を変化させるから，中高年齢者
の就業・雇用対策，職業訓練対策などが大きな問題となるであろう。さらに，
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安定成長とし、う減速経済下では雇用の停滞という厳しい情勢があらわれること
は避けられず，就労機会の確保がむずかしくなっているO 産業構造の変化，技
術革新などによって，業種いかんでは事業活動の縮小や転換を余儀なくされ，
就業機会の確保を危くさせている。域外企業の3県内進出も減少傾向にあるた
め，その進出による就業機会の確保もなかなか思うようにいかないとしづ実情
にある。
4) 技術・技能の未熟と不適合
技術・技能をここでは仮に技術開発力・技術・技能集約度で把えるとすれ
ば，これらは将来の工業発展の基盤となる重要な工業立地因子であるが，北陸
3県ではそれらの水準は特化業種を除いてかなりの遅れがある。企業自らが自
主生産技術や管理技術の開発力を強化し，効率的な研究投資を行って技術能力
を蓄積していくとともに，高度な既存技能の活用とその維持向上，技術を生か
すための技能の評価とその水準向上などによって技術・技能集約度を高めてい
くことが望まれるが，まだそこまで至っていなし、。また，企業としても当然の
ことながら技術や技能をそう安易に公開できない実情にあるO
技術開発体制についてみれば， 3県とも整備（表4-43。富山県には（財）富
山県技術振興協会がある。〉中であるが，機構は拡充しでも，研究費は減少し
ている点に研究者の育成や研究開発に大きな支障をきたしている。また， 3県
の公的試験研究機関の研究開発業務は，商工行政全体のなかで役割を分担し，
その機能を十分に果たせない現状にあり，産業界との結びつきも業界形態に差
違があるため，技能者養成のための各種の職業訓練体制も未整備である。
5) 産業情報機能の未充実と産業情報活用システムの未整備
北陸3県とも産業情報管理体制が未整備のため，膨大な情報量のなかから企
業経営にとって内外の諸情勢の変化を随時かつ詳細に把握するための情報収集
機能が十分に作用していなし、。このことは個別企業の段階では産業情報入手量
が少なし情報への対応が遅れることを意味するO このようなことがないよう
に広く関係者が利用できる公的情報機関を増やし，産業情報の公開可能な体制
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と情報活用システムの整備が必要である。
6) 都市機能の未整備
北陸3県とも中枢管理機能は，まだ人口と産業が少ないため，十分に成立し
ていなし、。都市固有の対内的機能を支える生活関連施設も未整備であり，地域
によってその整備格差は大きい。例えば，人口10万人当り病院数（昭和53年12
月31日現在〉が比較的多くても（富山県は12.5で全国47都道府県中第6位，石
川県は13.3で全国第4位，福井県は10.5で全国第10位〉，医師数が少ない（富
山県は1,180人で全国第38位，石川県は1,879人で全国第26位，福井県は803人
で全国第45位である。〉。また，公共下水道普及率が低い〈昭和54年3月31日現
在，富山県は15%で全国第四位，石川県は12%で全国第23位，福井県は16%で
全国第17位である。〉。地方都市として個性と魅力ある郷土づくりを進めるため
にも必要な若者の好むスポーツ施設を含む余暇面のレジャー総合指数は低い。
さらに，都市固有の対内的機能を支える教育・文化施設も整備中であるO 3県
とも高等教育機関は少なし、。文化面の施設も少ないため，文化を中心とした総
合的な都市的魅力に乏しいのが実情であるO これに対して，都市の対外的機能
を支えるものは，中核都市と周辺部とを結ぶ総合交通体系であるが，その整備
は遅れているO さらに，都市機能を社会的経済的行政的に機能させるために必
要な情報の収集と管理を図るための施設と体制づくりが未整備であるO
7) 高等教育機関の不足とそのニーズに対する不適合
北陸3県では，高等教育機関は，工業開発の学術的基礎の形成，工業の創造
的知識化の進展，知識労働力需要の増大や大学進学者の増加に対応するだけの
量的・質的整備がなされていなし、。既存の高等教育に，基礎研究部門や応用研
究部門のいかんを問わず，工業ニーズに適合した部門がまだまだ不足してい
るO それだけでなく，地域社会のニーズ（要望〉を充足させることができず，
全国的にみて立ち遅れている現状である。このような高等教育機関の未整備は
工業立地の遅れとならんで，第1次石油危機後の昭和52年12月に策定された
『三全総」にもとづく地方定住化の促進計画も地域によっては挫折するかもし
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れないし，さらに新規労働力の高学歴化の進行，若年層の県外流出を防止でき
ず， Uター ン・ Jターン現象にも対応できず，科学技術・産業技術情報の収集
と管理にも支障をきたし，地場の企業や域外からの進出企業のいかんを問わ
ず，企業の基礎的技術力・技能力の向上と蓄積に寄与できなくなるという点で
大きな問題点となっている。
(5) 地場産業の開発推進に関する問題点
地場産業の開発を推進する場合の問題点として考えられることは，次の少な
くとも 6つのことであるO すなわち， 1) 地域経済における地場産業の役割と
位置づけの不明確， 2) 地場資本の未充実， 3) 後継者の育成難と若年労働力
の確保難， 4) 技術・技能開発難と市場開拓難， 5) 外部資金調達難， 6) 制
度金融利用難，の 6つの問題点を指摘することができるO これらの問題点を個
別的に順次検討する。
1) 地域経済における地場産業の役割と位置づけの不明確
北陸3県の地場産業としての中小企業（中堅・核企業も含める。〉は，それ
ぞれの地域経済において次の少なくとも 4つの点で、極めて重要な役割を果たし
ているのに，この役割が広く認識されていなし、。
まず第1に， 3県の中小企業の諸活動を産業組織論的観点からみれば，すな
わち，自由市場経済とし、う経済秩序の枠組みのなかで、企業が行動する場合に必
要な市場構造，市場行動，市場成果の観点からみれば，中小企業の存立そのも
のが地域住民の生活の安定向上に密接に関連しているO また，中小企業の広範
な経営活動それ自体が，すなわち，原材料，燃料，動力などの中間生産物の購
入，雇用，生産，技術・技能の開発，中間生産物や最終生産物の販路開拓・市
場開拓，情報収集・管理などが地域社会に関連し，その地域の経済と文化に大
きく貢献している。このような中小企業の役割と地域経済における位置づけが
広く十分に認識されていない場合が多い。
第2に， 3県の中小企業のなかには，大企業に対抗して独自の技術力や技能
力，販売力の他，完成品，部分品などの点で有力な存立要因をもっているいわ
? ?
ゆる中堅企業あるいは核企業があり，重要な役割を果たしていることが十分に
知られていない場合が多い。
第3に， 3県には伝統的工芸品産業（富山県には高岡銅器・鉄器・漆器，井
波木彫刻，八尾手すき和紙，城端絹・合繊織物，福野綿スフ織物がある。石川
県には輪島塗，金沢漆器，山中漆器，九谷焼，大樋焼，加賀友禅，能登上布，
牛首紬，金沢仏壇，七尾仏壇，金沢箔があるO 福井県には勝山絹・合繊織物，
春江絹織物，福井絹・人絹織物，武生打刃物，今立手すき和紙，越前漆器，若
狭塗がある。〉があるO これらの伝統的工芸品産業のうち特定のものは全国に
大きな市場基盤を築いているが，まだその産業が全国および地域社会における
伝統的文化の向上に果たしている役割は十分に認識されていなし、点があるO
第4に， 3県とも企業規模において中小企業が占める割合が圧倒的に大き
く，中小企業の従業者が多く，雇用機会の提供と所得獲得に役立つている。さ
らに，特定の大手企業や中堅・核企業の周辺分野に資本的あるいは技術的な有
機的連携や販売面で、結ひ、ついていて存立が可能となっているが，逆にみれば，
大手企業も中堅・核企業も多くの中小企業がなければ，より効率的な生産も流
通も経営上できなくなるわけである。これらの中小企業の役割や位置づけも
融資，信用保証などの面では低く評価されていることが多い。
2) 地場資本の未充実
北陸3県とも地場資本の蓄積は少ない。このことは，資本力，研究開発力，
経営管理，マーケティングなどでその生産性および収益性を低下させ，企業の
存立を左右するとともに，企業格差を生じさせているO 資本力の乏しい中小企
業が独自の存立基盤を築くためには，特色のある新製品・新製法の開発，高次
加工度化やコストダウンに対応できる技術的優位性，優秀な設備と人材，経営
の先見性，どんな注文にも応じられる小回り性などが必要であるから，資本力
の未充実は中小企業にとって死活問題である。また，中小企業自らの財務体質
の強化を行政面から援助する制度金融の貸出額に限度があること，租税措置が
不利であることも中小企業にとって無視できない問題点であるo
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3) 後継者の育成難と若年労働力の確保難
北陸3県において，後継者としての技能者の育成は，伝統的工芸品産業の場
合には，技術・技能の習得に長期間を要することからなり手がし、ない，またい
たとしてもなかなか進まないということが根本的な問題点である。この後継者
難の問題は，商品価値を大きく左右するとともに，産地の技術・技能水準の低
下，産地の独自性・イメージの喪失に係わる無視できない極めて重要な問題点
である。伝統的工芸品産業は，零細企業が多いこと，作業環境や労働条件が悪
いこと，伝統技法の習得に長期間を要することなどの理由から若年労働者に敬
遠されている。そのため，現地産地組合による共同求人などの実施にもかかわ
らず，若年労働力の確保は円滑に行われていなし、。その結果として，従業者の
年齢構成は高齢化している。このような若年労働力の確保難は，産地が経済的
環境の変化や需要者ニーズの多様化に柔軟に対応してし、く場合の支障となるで
あろう。また，そのことは，伝統的技術と若年層の新しい感覚との調和が図れ
ず，熟練労働者と若年労働者との調和のとれた結びつきも不可能になるしひ
いては産地全体の長期的な安定的発展を阻害する要因ともなるであろう。
この種の伝統的工芸品産業以外の業種や生産品目を産出する中小企業におい
ても，賃金や労働条件の改善，福利厚生施設の充実の他に技術力・技能力の開
発，人材の養成などが立ち遅れている上に，希望する職種が少ないために，若
年労働力の確保が困難な現状であるO そのため知的かつ質的労働力で生産性を
期待することができず，雇用者の定着化がむずかしくなっている。また，後継
者の育成については，同族会社的経営体質の強い中小企業の場合には，この体
質が根本的に帰因して有能な人材が育てられていない場合が多し、。さらに，同
族企業であると否とを問わず，経営者のなかには中小企業であっても地域社会
発展の担い手であるとし、う社会的自覚と認識にもとづいて近代的経営活動を行
い，社会的責任を果たすことが地域社会全般から要請されていることに目ざめ
ていない場合もみうけられる。
4) 技術・技能開発難と市場開拓難
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北陸3県とも特化業種や特定の産業細分類別業種ではかなり高度な技術や技
能をもっているが，概して必要限度の技術や技能にとどまっており，その技
術・技能集積度は低い現状にある。また，大多数の中小企業では，省エネルギ
ー・省資源のための技術や技法に十分対応できない状態にあるし，技術・技能
の研究開発部門や研究員を置いていない企業が多く，技術・技能開発の主導的
役割を公的試験研究機関に依存せざるを得なくなっている。他方，多くの中小
企業では，コストダウンのための技術開発には自動化と大型化が要請され，さ
らに標準化，専門化，簡単化の徹底が要求されるが，その基本条件となる生産
技術と管理技術（人や機械の使い方，作業手順など。〉を所持しているとは言
えず，所持しているとしても必ずしも熟達しているとは限らない面もあるであ
ろう。
市場の開拓については， 3県の中小企業とも特定の企業を除いて大手メーカ
ー，商社，問屋などとの有機的連携を密にして市場の開拓に努めているが，市
場で十分通用するだけの完成品や部分品の品質やデザインを産出でき，需要者
ニーズの多様性や受注者の要請に答えられるような高次加工技術・技能をもっ
ていない中小企業の場合には，その市場開拓はむずかしし、。また，景況に左右
されない安定した販売経路をもっていない中小企業の場合にはし、ずれも，市場
開拓はむずかしいのが実情であるO
5) 外部資金調達難
北陸3県の中小企業が民間金融機関，政府系3公庫から外部資金を借りるこ
とは大企業に比べてむずかしいとしづ難点があるO 大多数の中小企業では，も
ともと資金繰りが金融情勢の変化を受け易い経営体質であり，その上資本力，
信用力，担保力が弱く，景況に左右されやすく，時には業績不振や先行不安も
加わってくるから，長期資金の導入は首尾よく運ばないという事情がある。そ
のため，やむをえず不安定な短期資金に依存せざるを得なくなっている。第1
次石油危機後の不況による倒産も売上不振，収益率の低下，金利負担の重荷な
どによって外部資金の調達がむずかしいことをあらわしていることにもなるO
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外部資金の調達難に関連して倒産についてみれば，昭和50年代初めには第2
章で既述したように相つぐ公定歩合の引上げと窓口規制によって民間金融機関
や政府系3公庫などの貸出枠が抑制され，企業金融は逼迫したため，卸売物
価，原材料価格，エネルギ一価格などの高騰で借入資金の金利上昇を製品価格
に前転できない中小企業や一般市況の低落による販売不振，出血受注，需要減
少などに耐え切れない企業は，倒産したと推察されるから，そのような中小企
業は心配である。
6) 制度金融利用難
北陸3県の中小企業ともやはり資本力，担保力，信用力が弱く，しかも制度
金融の貸出限度枠があるため，なかなか借りにくい実情にある。
(6) 工業開発と地域社会の未連携
工業開発に当っては，地域社会の地域開発に関する計画とビジョンの策定に
もとづいて適正な工業立地の推進をはじめ，工業構造の高度化と多様化を図
り，中堅・核企業を含む既存工業の再配置，住工混在の解消，公害の未然、防止，
城外企業の誘致，地域産業の振興，魅力ある都市の形成，産業情報機能の整備
などを実現するためには，地域社会との有機的連携の強化が是非とも必要であ
る。現在のところこの連携と連帯がなされているとは必ずしも言えず，地域住
民と地域に融和した工業開発がなされていない面が多々みうけられる。 3県内
の企業，特に地域社会と密接な関係をもって経済活動を行っている中小企業
は，環境保全などへの努力も忘れず，地域住民や地域社会との協調と融和に積
極的に取り組むことを要請されているが，この要請に答えることは個別企業単
独ではむずかしく，効果を十分にあげられないから，国や地方公共団体， 3県
の経済連合会，商工会議所，商工会，産地組合，各業種の組合などの広範な組
織活動を通じて地域社会と協調し，融和を図ることの方がより効果的にその要
請に答える方法である。しかしこの方法だけではもちろん不十分であるが，
この方法でさえも地域社会の利益にはなっても個別企業の利益にならなけれ
ば，その方法は個別企業にとって役に立たず，逆に個別企業の利益にはなって
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も地域社会のためにならなければ，その方法は無意味である。この点は地域の
工業開発を推進する上で留意すべき重要な問題点であるO
工業開発や地域開発・振興において，地域社会は企業の生産，販売などの経
済活動を行うための広域的空間の場で、あるだけでなく，従業者の生活の場であ
るから，企業は地域社会なくして存立できないことを自覚して地域住民や地域
社会と調和した企業行動を行うことも要請されているが，このことを忘れて地
域住民や地域社会に，例えば，公害のような外部不経済を与えて，その社会的
責任を果たしていない企業もあるO このような企業に対しては，地域住民と地
域社会は融和できないであろう。例えば，公害のおそれのある工業立地や原子
力発電所の立地，地域社会の幾世代もの将来にわたる生活に不安を与えるよう
な工業開発には，地域住民と地域社会は協調できないだけの事情があることを
国や地方公共団体の強権力で踏みに踊ってはならない。
第6節 工業開発推進のための基本的方向一一工業開発と
地域開発に関する計画・ビジョン
工業開発推進のための計画とビジョンは，第1次石油危機を契機として従前
の工業開発や地域開発に関する計画やピジョ γが見直しの必要に迫まられた結
果，どのような計画やビジョンが策定されたか，またその主要な計画とビジョ
ンの特色は何か，さらに第1次石油危機前後の工業再配置構想とその問題点は
何か，について要点のみ極めて簡単に説明する。このような説明は第1次石油
危機後に変化した北陸地域における工業構造を踏まえて今後の工業開発ひいて
は地域開発を推進するための基本的方向を探るために必要なことであると考え
るからである。
(1) 第1次石油危機前の工業開発計画と地域開発計画
昭和48年秋の第1次石油危機前の国レベルの全体計画には， 『全国総合開発
計画』（昭和37年10月〉，『新全国総合開発計画』（略称は『新全総』で昭和44年
5月〉と北陸地域に関するものとして『北陸地域開発促進計画（第1次〉』〈昭
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和39年2月〉，『中部圏開発整備計画（第1次〉』〈昭和43年6月）がある。
国レベルの個別計画には，通産省の『70年代の通商産業政策』 （昭和46年5
月〉がある。また，県レベルの県計画には，富山，石川，福井の3県に名称は
違うが民間レベルの産業振興計画や県勢発展計画に類する計画があるO これは
北陸経済連合会，北陸経済調査会， 日本長期信用銀行， 日本開発銀行などの地
域問題の調査研究報告書にみられる計画である。
（却 第1次石油危機後の工業開発計画と地域開発計画
第1次石油危機後の国レベルの全体計画としては， 『国土利用計画』 （昭和
51年5月〉，『第三次全国総合開発計画』 （略称は『三全総』。昭和52年12月。〉
があるO また，国レベルの全体計画で、北陸地域に関するものとして， 『中部圏
開発整備計画（第2次。素案。〉』（昭和53年10月〉，『北陸地域開発促進計画（第
2次。素案。〉』 （昭和53年12月〉，『東海北陸地域の産業構造ビジョン』 （昭和
53年3月〉，『80年代の東海北陸地域産業構造ビジョン』 （昭和56年3月〉があ
る。
国レベルの個別計画には， 『我国産業構造の方向』 （昭和49年9月。これは
昭和50年度～昭和53年度版の『産業構造の長期ビジョン』として 4回のローリ
ング（練直し〉が行われた。〉， 『80年代の通産産業政策ビジョン』 （昭和56年
3月〉がある。
また，県レベルの計画には， 『住みよい富山県をつくる総合計画一一修正計
画』 （昭和53年3月〉，『県民福祉総合計画』 〈石川県，昭和52年4月〉，『第三
次福井県長期構想』〈昭和53年3月〉があり，重要な計画となっているO
民間レベルの計画にもいろいろな計画やビジョン，調査報告書がある。
次に，これらの計画やビジョンのなかで主要なものの特色を極めて簡単に記
述する。
昭和52年12月策定の『三全総』は定住構想を中核とした計画であるO この定
住構想は，大都市への人口と産業の集中を抑制し他方で地方を振興し，過
密・過疎問題に対処しながら，全国土の利用の均衡を図りつつ，自然環境，生
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産環境の調和のとれた人間居住の総合的環境の形成を図るとし、う開発方式であ
るO この計画の目標を達成するためには，各種地域開発計画，公共事業長期計
画，環境保全計画，工業再配置計画，地方公共団体の計画とブロック計画との
連携調整を図る必要があることを考えたものであるO この計画のなかでは，北
陸地域は『工業再配置構想』にもとづいた東北地域，北海道地域，九州地域，
沖縄地域に次いで有力な誘導地域としての役割を果たすことが期待されてい
る。
この『三全総』の地域産業計画を通産省の産業構造審議会が再構築した『80
年代の通商産業政策ピジョ γ』は，魅力ある地域生活圏を支える工業開発と工
業立地を基軸とした産業構造の高度化を目指す計画である。この計画の目的に
即して北陸地域の工業化を図るためには，その計画で名づけられた「自前企
業Jすなわち地場の企業の経営体質を改善し，強化して地場産業としての企業
を育成し，振興することが具体的な基本的方向となるO
『三全総』や『産業構造の長期ビジョン』を日本全体の産業構造の動向と地
域的分業構造の動向のなかでより詳細に検討した『東海北陸地域の産業構造ビ
ジョン』は，富山県と石川県についての分析であって福井県についてのビジョ
ンは欠けているが，内容そのものは福井県にまで適用することは可能である。
このビジョンは，北陸地域の工業構造の現状について地場産業として発展して
きた繊維に依存するところが極めて大きく，重化学工業も建設・土木機械を中
心とする一般機械と非鉄金属に偏っている。特に構造問題を抱えている繊維の
比率が高く，また加工度の高い業種に乏しく付加価値生産性が全国に比べて低
いことは，今後の工業発展を考える場合に問題である」（267頁〉と分析してい
る。今後は， 3大経済圏に隣接している地理的利点を生かし，豊富な土地，労
働力，水資源などの開発可能性を生かして，電気機械，一般機械，木材・木製
品，食料品などの広範囲にわたる積極的な工業の導入を図るとともに，関連産
業の育成を推進してゆく必要があると展望し，特に新しい機械系工業の導入に
ついては，高度組立型を中心とする生産体系の確率が望ましく，これらの受入
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基盤を強聞にするためには，既存の中堅機械や金属工業の技術水準の向上を図
る必要があるとして，工業発展への対応を示しているく第XI章の1. 産業構造
の高度化について〉。このような点にこのビジョ γの特色がある。
『80年代の通商産業政策ビジョン』の策定に伴って改定された『80年代の東
海北陸地域の産業構造ビジョ γ』は，地域産業構造の多層化とそのための地域
聞の有機的連携を重視している。富山県の『住みよい富山県をつくる総合計画
一一一修正計画』は，今後の富山県の工業構造の高度化を図るために， 「地場産
業の振興，農工一体化，中堅企業や中小企業をはじめとする既存工業の再配置
と高度化，優良な外部企業の導入」 (78頁〉などを推進することが必要である
と展望する。この展望は既に昭和50年から小生も参画して調査研究した『富山
県産業構造高度化の方向一一工業構造を中心として一一』 （昭和52年7月〉に
おいて明示した産業の適正配置を進めながら，地域経済社会と産業との相互依
存関係を保つことが必要であり， 80年代の産業構造は創造的知識集約化を産業
別に展開して高度化を図り，望ましい産業構造の実現を図る必要性を指摘して
いる。
以上の産業構造計画や工業開発計画や地域開発計画の背景には，第1次石油
危機後の各地域の経済社会の総合的動向があり，北陸地域の3県の県レベルの
計画もその動向に対する 1つの政策的反映に他ならない。
石川県の『県民福祉総合計画』は，今後の石川県の工業構造の高度化を図る
ためには， 「既存主力産業の高付加価値化を促進するため，企業体質の抜本的
な強化策及び技術開発に積極的に取り組むこと」（362頁〉と「新たに精密機械
等の加工度の高い産業を導入し，既存産業との協調を図」（362頁〉ることの必
要性を指摘しているO
福井県の『第三次福井県長期構想』は， 『三全総』の福井版であり，今後の
福井県の工業構造の高度化を図るためには， 「低生産性部門の構造改善を積極
的に推進して」（204頁〉既存産業の体質改善を行い， 「県の指導助成を強化し
て優れた地場産業の育成を図」（204頁〉り，新規工業の誘致（204頁〉を図る
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必要があると方向づけているO
3県に共通した当面の工業構造高度化と多様化の課題は，構造改善事業と技
術開発の推進によって既存産業の体質を強化することである。そのためには，
資金調達，既存産業の体質強化のできる条件整備が必要である。これらのこと
は，国レベルの全体計画や個別計画と県レベルの計画との整合性を保ち，他方
で3県の総合計画の具現化を左右する根本的要因であるからであるO
(3) 第1次石油危機前後の工業再配置構想
1) 国レベルの工業再配置構想
国レベルの工業再配置構想が最初に示されたのは，「工業再配置促進法」〈昭
和47年〉においてである。この法律にもとづいて昭和47年10月24日付で指定さ
れた北陸地域の「特別誘導地域」は，富山県の城端町，石川県の志賀町，鹿西
町，田鶴浜町，鳥屋町の 4町の地域，石川県の高松町，志雄町，押水町，宇ノ
気町，小松市，根上町の 1市5町の地域，福井県の福井市，大野市，勝山市，
松岡町，永平寺町，上志比村，和泉村，丸岡町，春江町，今立町の3市5町2
村の地域であるo
昭和48年2月13日の閣議で決定された『経済社会基本計画』と昭和52年11月
4日の閣議で決定された『三全総』では，工業配置の目標値として地域別・業
種別製造品出荷額等，地域別工場敷地需要，地域別工業用水需要が定められ，
工業再配置促進に係わる助成措置がかなりきめ細かく定められているO
さらに，昭和55年6月に策定された通産省産業構造審議会編の『80年代の通
商産業政策ビジョン』では，各地域はその地域と産業の相互依存関係のなかで
魅力ある地域社会の建設に努めるとともに，産業の適正配置の促進を強調して
いるO 特に産業の適正配置については，工業の地方立地に対する誘因の付与と
大都市内事業所に対する負担の賦課による過度集中を抑制し，工場の地方分散
を地方定住の進展と相まって進めるだけでなく，各地域の地元資源を活用した
工業の育成と振興を各地域独自の発想で進め，各地域の産業経済全体と整合性
のある地域振興ピジョンに沿って実現することが肝要であるとしている。
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2) 北陸3県レベルの地域工業再配置構想
富山県では，富山新港臨海工業地区後背地（総面積は4,162, 188 ntである。
昭和54年度現在の売却済面積は2,700,197ntで総面積の64.9%である。〉の売却
予定残用地1,461, 991 ntには，臨海型の域外企業や域外企業グループの誘致と
臨海型の県内企業の移転が考えられているO また，通産省立地公害局編， 『全
国工業団地総覧』（昭和53年2月〉，によれば，内陸部の富山八尾中核工業団地
〈土地利用面積は1.4 km2であり，その所在地は富山県婦負郡八尾町保内であ
るO 昭和54年度現在の事業熟度は造成中および用地買収中である。〉には，組
立機器型工業などの内陸部に適した工業の誘致を目指している。さらに， 『住
みよい富山県をつくる総合計画一一修正計画一一』 （昭和53年3月〉では，第
4節， 2. (3), 4）で、既述したような都市型工業の昭和50年～昭和60年における
製造品出荷額等を 9.3倍増と見込み，地方資源型工業や基礎資源型工業の製造
品出荷額等の伸び（それぞれ7.1倍， 8.4倍〉よりも大きく見込んでいるが，今
後は富山県のテクノポリス構想に関連した再修正計画が是非とも必要であるO
石川県では，都市機能と文化機能の集積度が高い金沢周辺地区の大浜工業団
地（工業用地面積は676,000ntである。昭和54年度現在の事業熟度は造成中，
用地買収済み，分譲未開始である。工業用地面積の分譲済み面積は90%未満で
ある。〉と金沢港臨海工業地区（工業用地面積は2,162km2である。昭和54年度
現在の事業熟度は造成中，用地買収中，分譲中であるO 工業用地面積の分譲済
面積は90%未満である。）には，都市型工業や知識集約型工業の誘致を目指し
ているO 南加賀地区は従来とは異なる高度加工型工業の振興を目指しているO
能登中核工業団地〈工業用地面積は930km2，土地利用面積は 1.97kll2である。
その所在地は石川県羽咋郡志賀町である。昭和54年度現在の事業熟度は造成
中，用地買収中，分譲未開始である。〉は，内陸型工業の誘致を目指している。
福井県では，福井港臨海工業地区（工業用地面積は7,333km2であるO その所
在地は福井市と三国町である。昭和54年度現在の事業熟度は造成中，用地買収
済み，分譲中である。〉は臨海型の基礎資源型工業の誘致を目指しているO 福
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井周辺地区や丹南地区の「既集積立地区」は，技術集約型工業，研究開発型工
業を目指し，その他の「農工立地区」には資本使用的技術型工業と労働集約型
工業の振興を目指しているO 福井県には，工業立地の基本方針として 5つの条
件があり， これにそわない企業は立地させないと定めている（『福井県の工業
立地と配置方針』 （昭和48年10月〉が，これが更新されたのかどうかはわから
ない。
このように北陸3県の工業立地の主体となる工業形態は，内陸型工業である
ことがわかる。第1次石油危機後は工業立地とりわけ3県の地域工業配置構想
の具体的進展が遅れているが，この構想を推進することはさまざまな工業開発
と地域開発に関する計画やピジョンの枠組みのなかで高付加価値型・創造的知
識集約型工業構造への質的転換を図るために是非とも必要なことである。
3) 工業再配置構想の問題点
国レベルの工業再配置構想は，北陸の工業構造の多層化と全国の地域間の有
機的連携を重視している。しかしこのことは北陸地域の工業構造の質的転換
を図るだけでは無理があるO また， 「三全総」で示された定住構想にもとづく
工業配置の目標の量的明示だけで、果たして北陸地域の企業，そのなかでも大多
数の中小企業の経営体質の改善・強化の指針となるのかどうか，はなはだ疑問
である。
従来の国レベルの工業再配置計画は，中小企業の多い北陸地域の既存企業と
域外からの誘致企業との資本的・技術的関連性を十分に把握していない面があ
る。この場合，工場適地の要件と量の把握は，製造業従業者，製造品出荷額等，
工業用地，工業用水の 4つの指標でなされているだけであり，エネルギー，輸
送網などの工業開発のハードな面だけでなく，都市機能，教育・文化・医療・
体育水準，技術・技能，情報，人的資源などのソフトな面も加味した多角的視
点からはまったく検討されていなし、。工場適地の量的把握も，工業用水安定供
給計画と水源確保計画との関連性も暖昧であり，工業用地確保計画と 3県の土
地利用計画との関連性も不明確のままであるO この土地利用計画においても，
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内陸型工業の貼付けに必要な土地について工場適地の指定権をもっ市町村と
国・県の工場適地指定条件との聞には帯離があるし，他方で既述のように工場
適地と農業適地との競合問題が現出しており，このことが農工の均衡発展を図
る上で大きな問題点となっているO
この土地問題については，現在地域整備公団が進めている八尾と能登の中核
工業団地では工業用地分譲未完了に伴う地価の高騰と金利の負担が大きな問題
点となっており，政治優先の工場立地促進策が裏目となっているとしづ実情が
あるo
第7節む す び
前節までにおいて，北陸地域の工業構造が昭和48年秋の第1次石油危機後ど
のように変化したかを生産回復状況と工業の現状分析を通じて検討してきた。
この工業構造の現状分析を踏まえて，工業全般に関する問題点を抽出し，指摘
した。さらに，今後の北陸地域の工業開発や地域開発を推進するための基本的
方向を示した。
この小論において展開した内容を問題意識にもとづいて重点的に説明すれ
ば，次の箇条書の様式で要約することができる。
1. 昭和48年秋の第1次石油危機を契機として日本経済は不況に陥ったが，
その後はその苦境を克服し，景気は回復してきたことが，北陸地域の工業にお
いても伺い知ることができる。しかし，産業中分類別業種や産業細分類別業種
のすべての業種が生産を一様に回復しているわけではなく，構造的不況業種や
特定の業種では回復状況は良くなし、。このことは3県別の業種についても言え
ることである。第1次石油危機の影響の大きかったことがわかる。
2. 北陸3県の工業構造は，現状分析で説明したようなさまざまな視点から
詳細に検討したが，工業構造の高度化と多様化はまだなされておらず，特に高
付加価値型・創造的知識集約型工業の展開が工業立地因子，そのなかでも技術
集約度の低さ〈このことは特定の中堅・核企業は除いた北陸3県全般の場合に
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は指摘できる点である。〉によってかなり遅れていることを現状分析によって
改めて指摘することができる。
3. 北陸3県の工業に関する問題点については，既述したような問題点があ
るO そのなかでも工業構造の高度化と多様化あるいは工業振興に関するソフト
な面の充実がまだ遅れているところに大きな問題点がある。
4. 北陸3県の工業開発と地域開発の基本的方向も第1次石油危機後は見直
し，改定，新規のものが策定されて変ってきたく昭和56年には富山県ではテク
ノポリス構想が出されている。〉が，その基本的方向は， 3県の特殊性と現状
を根底にしたものであるから，概略的には妥当なものである。問題は，その基
本的方向に沿って工業開発と地域開発を促進していくための財源をし、かにして
調達し，いかにして長期的かつ安定的に確保していくかという点であるO その
ためには，一般的な表現になるが，国や地方公共団体の考え方，官民一体とな
った行政の進め方が肝要であるO
この小論では，問題意識にもとづいて現状分析を行い，問題点を指摘し，工
業開発の基本的方向を示すとし、う論理展開を行っているが，その後に当然続く
べき具体的な対応策については言及していなし、。この点に小論の限界がある。
小論のような分析方法と個々の分析手法を用いて第1次石油危機後の北陸地
域における経済状況の変化特に工業構造の変化に着眼し，考察した調査研究
も，地域経済論，地域工業政策，地域開発論などを研究するための第1次的接
近方法として若干の意義をもっているのではないかと思われる。
（昭和56年11月13日夜ふけ〉
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